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第 1 章  

計画の  

基本的事項  

 

１ 地球温暖化問題の現状と対策  

２ 目的  

３ 対象範囲  

４ 対象とする温室効果ガスの種類  

５ 基準年度・計画期間・目標年度  

６ 上位計画や関連計画との位置づけ 

第
１
章 

計
画
の
基
本
的
事
項 



 

２ 

 

 

１  地球温暖化問題 の現状 と対 策  

I P C C（ 気 候 変 動 に 関 す る 政 府 間 パ ネ ル ） 第 6 次 評 価 報 告 書 に お い て 、

人 間 の 影 響 が 大 気 、海 洋 及 び 陸 域 を 温 暖 化 さ せ て き た こ と に は 疑 う 余 地

が な い こ と 、大 気 、海 洋 、雪 氷 圏 及 び 生 物 圏 で 広 範 囲 か つ 急 速 な 変 化 が

現 れ て い る こ と 、気 候 シ ス テ ム の 多 く の 変 化（ 極 端 な 高 温 や 大 雨 の 頻 度

と 強 度 の 増 加 、強 い 熱 帯 低 気 圧 の 割 合 の 増 加 等 ）は 、地 球 温 暖 化 の 進 行

に 直 接 関 係 し て 拡 大 す る こ と が 示 さ れ ま し た 。  

2 0 1 6 年 1 1 月 4 日 に 発 効 し た 地 球 温 暖 化 対 策 の 新 し い 国 際 ル ー ル「 パ

リ 協 定 」で は 、産 業 革 命 前 と 比 較 し て 世 界 の 平 均 気 温 上 昇 を 2℃ 未 満 に

抑 え る こ と 、で き れ ば 1 . 5℃ 未 満 に 抑 え る よ う 努 力 す る こ と が 目 標 と し

て 掲 げ ら れ 、す べ て の 国 に 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 目 標 を 設 け 、そ の 達 成 に

向 け て 努 力 す る こ と に な り ま し た 。  

同 年 、我 が 国 は 、2 0 3 0 年 度 の 温 室 効 果 ガ ス を 2 0 1 3 年 度 比 で 2 6％ 削 減

す る と の 中 期 目 標 を 掲 げ 、 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 （ 以 下  

「 温 対 法 」 と い う 。） 並 び に 「 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 」 に よ り 、 地 球 温 暖

化 対 策 の 総 合 的 か つ 計 画 的 な 推 進 を 図 る こ と と し て い ま し た が 、 2 0 2 0

年 1 0 月 に 2 0 5 0 年 ま で に 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を 全 体 と し て ゼ ロ に す る 、

す な わ ち 、 2 0 5 0 年 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 、 脱 炭 素 社 会 の 実 現 を 目 指 す

こ と を 宣 言 し ま し た 。 2 0 2 5 年 2 月 に は 、 新 た な 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 の

閣 議 決 定 が な さ れ 、 2 0 5 0 年 ネ ッ ト ・ ゼ ロ の 実 現 や 、 我 が 国 の 温 室 効 果

ガ ス 削 減 目 標 と し て「 2 0 3 0 年 度 に お い て 、温 室 効 果 ガ ス を 2 0 1 3 年 度 か

ら 4 6％ 削 減 す る こ と を 目 指 す こ と 。 さ ら に 、 5 0％ の 高 み に 向 け 、 挑 戦

を 続 け て い く 。 ま た 、 2 0 3 5 年 度 、 2 0 4 0 年 度 に お い て 、 温 室 効 果 ガ ス を

2 0 1 3 年 度 か ら そ れ ぞ れ 6 0％ 、 7 3％ 削 減 す る こ と を 目 指 す 」 と い う 新 た

な 削 減 目 標 が 位 置 付 け ら れ ま し た 。  

こ の 地 球 温 暖 化 対 策 を 推 進 す る に 当 た っ て 、国・地 方 公 共 団 体・事 業

者・市 民 が そ れ ぞ れ の 役 割 分 担 を 認 識 し 、一 体 と な っ て 実 施 し て い く こ

と が 求 め ら れ て い ま す 。  

 

２  目的  

温 対 法 第 2 1 条 の 規 定 で は 、 地 方 公 共 団 体 に 対 し 、 国 が 定 め る 地 球 温

暖 化 対 策 計 画 に 即 し て 、地 方 公 共 団 体 実 行 計 画（ 事 務 事 業 編 ）を 策 定 す

る も の と し て い ま す 。  

本 市 で は「 第 一 期 宇 部 市 地 球 温 暖 化 対 策 実 行 計 画 」（ 1 9 9 9～ 2 0 0 9 年 度 ）、

「 第 二 期 宇 部 市 地 球 温 暖 化 対 策 実 行 計 画 」（ 2 0 1 0～ 2 0 1 5 年 度 ）、「 第 三 期

宇 部 市 地 球 温 暖 化 対 策 実 行 計 画 」（ 2 0 1 6～ 2 0 3 0 年 度 ）（ 以 下 「 本 計 画 」

と い う 。） を 策 定 し 、 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 に 取 り 組 ん で き ま し た 。  

本 計 画 の 進 捗 状 況 や 社 会 情 勢 の 変 化 、技 術 の 進 捗 等 を 踏 ま え て 、計 画

期 間 の 中 間 年 で あ る 2 0 2 5 年 度 に お い て 見 直 し を 行 い 、「 地 球 温 暖 化 対 策

計 画 」の「 業 務 そ の 他 部 門 」に お け る 2 0 1 3 年 度 比 で 5 1％ と い う 国 の 目

標 に 合 わ せ て 変 更 し 、温 室 効 果 ガ ス の 削 減 に 向 け た 様 々 な 取 組 を 推 進 す

る こ と で 、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ の 目 標 達 成 を 目 指 し ま す 。  

  

第 １章  計画 の基 本的事項  
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３ 

 

３  対象範囲  

(1)  事 務 ・事 業 の範 囲  

本 市 が 実 施 す る 全 て の 事 務 事 業 を 対 象 と し ま す 。  

(2)  対 象 機 関  

市 長 部 局 、 教 育 委 員 会 、 水 道 局 、 交 通 局 を 対 象 と し ま す 。  

※ 本 計 画 に お い て は 、 行 政 委 員 会 等 は 市 長 部 局 に 含 め ま す 。  

(3)  対 象 施 設  

本 市 の 全 て の 施 設（ 指 定 管 理 者 制 度 導 入 施 設 を 含 む 。）を 対 象 と し

ま す 。  

 

 

４  対象 とする温 室 効果 ガスの種 類  

本 計 画 で は 、温 対 法 第 2 条 第 3 項 に 規 定 さ れ て い る 次 の 7 種 類 を 対 象

と し ま す 。た だ し 、対 象 と す る 温 室 効 果 ガ ス の う ち 、パ ー フ ル オ ロ カ ー

ボ ン 、六 ふ っ 化 硫 黄 、三 ふ っ 化 窒 素 に つ い て は 、市 の 事 務 事 業 に お い て

対 象 と な る 活 動 が な い 等 の 理 由 に よ り 、温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 算 定 対 象

か ら 除 外 し ま す 。  

 

表 1－1  対 象 となる温 室 効 果 ガスの種 類 と発 生 源  

ガスの種類  発生源  

二酸化炭素(CO2) 
電気、燃料（ガソリン・ガス・軽油・灯油、重油の使用）、  

廃プラスチック類の焼却  

メタン(CH4) 下水処理、廃棄物の焼却、公用車の走行  

一酸化二窒素(N2O) 
ディーゼル機関の燃料燃焼、廃棄物の焼却、  

公用車の走行  

ハイドロフルオロカーボン（HFC） カーエアコン 

パーフルオロカーボン（PFC） 
該当なし 

（半導体の製造、溶剤等に使用） 

六ふっ化硫黄  
該当なし 

（電気設備の電気絶縁ガス、半導体の製造等に使用）  

三ふっ化窒素  

該当なし 

（半導体製造でのドライエッチングやCVD装置の 

クリーニングに使用） 
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４ 

 

５  基準年度 ・計 画 期間 ・目 標 年度  

 ( 1 )   国 の 温 室 効 果 ガ ス 削 減 目 標 と 整 合 さ せ る た め 、本 計 画 の 基 準 年 度 、

計 画 期 間 、 目 標 年 度 は 次 の と お り と し ま す 。  

 

( 2 )   目 標 の 達 成 に 向 け て 具 体 的 取 組 事 項 を 設 定 し 、 そ れ に 基 づ き 行 動

す る と と も に 、 常 駐 の 業 務 受 託 者 、 市 民 及 び 事 業 者 に 対 し て も 協 力

を 求 め ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準年度：2013 年度  

計画期間：2016～2030 年度  

目標年度：2030 年度  
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５ 

 

６  上位計画 や関 連計画 との位置 づけ  

本 計 画 の 位 置 づ け は 図 １ － １ の と お り で す 。  

 

図 1－1  計 画 の位 置 づけ  
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７ 

 

 

１  温室効果 ガス総 排出 量  

2 0 1 3 年 度 か ら 2 0 2 3 年 度 に お け る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 の 推 移 に つ

い て は 、 次 の と お り で す 。  

2 0 2 3 年 度 の 総 排 出 量 は 、 3 6 , 7 2 1 t - C O 2 で 、 基 準 年 度 比 2 6 . 8％ 減 と な

っ て い ま す 。 こ の 内 、 エ ネ ル ギ ー 起 源 C O 2 が 1 9 , 3 7 6 t - C O 2 で 、 基 準 年

度 比 3 1 . 2％ 減 と な っ て い ま す 。 公 用 車 の 走 行 関 係 が 3 4 t - C O 2 で 、 基 準

年 度 比 3 5 . 8％ 減 と な っ て い ま す 。非 エ ネ ル ギ ー 起 源 が 1 7 , 3 1 1 t - C O 2 で 、

基 準 年 度 比 2 1 . 0％ 減 と な っ て い ま す 。  

 

（ t - C O 2 ）  

 

2013 

年度  

(基準年度) 

2020 

年度  

2021 

年度  

2022 

年度  

2023 

年度  

基準年度比 

増減率  

(％) 

エネルギー起源CO2 28,177 23,839 19,572 20,323 19,376 -31.2  

公用車の走行関係  53 38 39 38 34 -35.8 

非エネルギー起源  21,910 16,110 16,549 18,946 17,311 -21.0 

総排出量  50,140 39,987 36,160 39,307 36,721 -26.8 

基準年度比増減率 (％)  -20.2 -27.9 -21.6 -26.8 － 

※1  エネルギー起 源 C O 2 ：電 気 や燃 料 の使 用 によるもの  

※2  公 用 車 の走 行 関 係 ：公 用 車 の走 行 距 離 、カーエアコンの台 数 によるもの  

※ 3  非 エネルギー起 源 ：一 般 廃 棄 物 の焼 却 量 とそれに含 まれる廃 プラスチック量 や下 水

処 理 量 によるもの  
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表 2－1  温 室 効 果 ガス総 排 出 量 の推 移  

図 2－1  温 室 効 果 ガス総 排 出 量 の推 移  



 

８ 

 

２  エネルギー起源 ＣＯ ２排出量  

エ ネ ル ギ ー 起 源 C O 2排 出 量 は 、基 準 年 度 が 2 8 , 1 7 7 t - C O 2に 対 し 、 2 0 2 3年

度 が 1 9 , 3 7 6 t - C O 2と な っ て お り 、 基 準 年 度 比 で 3 1 . 2％ 減 少 し て い ま す 。  

2 0 2 3 年 度 の 活 動 区 分 ご と に み る と 、 電 気 使 用 に よ る 排 出 量 が 最 も 多

く 、エ ネ ル ギ ー 起 源 C O 2 排 出 量 の 約 7 割 を 占 め て い ま す 。そ の 他 で は 灯

油 や 軽 油 に よ る 排 出 量 が 多 く み ら れ ま す 。  

 

（ t - C O 2 ）  

活動区分  
2013 年度  

(基準年度)  
2020 年度  2021 年度  2022 年度  2023 年度  

電気  
中国電力  19,999.6  13,092.7  10,282.0  10,235.5  9,855.8  

新電力    3,929.8  1,884.7  3,467.1  3,050.0  

燃料  

施設  

A 重油  859.4  907.0  958.3  956.6  901.9  

灯油  2,914.6  2,228.5  2,397.6  1,825.8  1,685.9  

LP ガス 426.7  444.1  686.4  505.3  518.9  

ガソリン  13.7  14.9  12.8  10.8  9.9  

軽油  24.5  23.9  22.7  21.9  18.7  

都市ガス 646.8  859.7  942.5  903.3  936.5  

公用車  
ガソリン  367.2  248.7  227.2  241.4  235.0  

軽油  2,924.6  2,090.1  2,157.9  2,154.9  2,163.1  

エネルギー起源 CO 2 排出量合計 28,177  23,839  19,572  20,323  19,376  

基準年度比増減率（％）   -15.4  -30.5  -27.9  -31.2  

※表中の数値は、端数処理により合計値と一致しない場合があります。  
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図 2－2  エネルギー起 源 CO 2 排 出 量 の推 移  

表 2－2  エネルギー起 源 CO 2 排 出 量 の推 移  



 

９ 

 

表 2－3  エネルギー使 用 量 の推 移  

活動区分  単位  

 

2013 年度  

(基準年度)  

 

2020 年度  

 

2021 年度  

 

2022 年度  

 

2023 年度  
基準  

年度比  

増減率  

(%) 

電

気  

中国電力  千 kWh 27,815.9 23,333.9 19,363.5 19,348.7 18,353.4  
3.3 

新電力  千 kWh  7,097.3 11,886.1 11,178.5 10,369.4  

燃

料  

A 重油  kＬ 317.2 334.7 353.7 353 332.8  4.9 

灯油  kＬ 1,170.8 895.2 963.4 733.6 698.2  -40.4  

LP ガス 千ｍ3 71.4 74.3 84.7 84.6 86.9  21.7  

ガソリン(施設） kＬ 5.9 6.4 5.5 4.7 4.3  -27.1  

ガソリン(公用車） kＬ 158.2 105.5 102.1 104.0 101.2  -36.0  

軽油(施設）  kＬ 9.5 9.3 8.9 8.6 7.4  -22.1  

軽油(公用車） kＬ 1,131.4 810.2 831.5 833.5 836.8  -26.0  

都市ガス 千ｍ3 282.0 374.7 441.4 393.8 408.3  44.8  
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１０ 

 

３  公用車 の走 行 関係 の排 出量  

公 用 車 の 走 行 関 係 の 排 出 量 は 、 基 準 年 度 が 5 3 t - C O 2 に 対 し 、 2 0 2 3 年 度

が 3 4 t - C O 2 と な っ て お り 、 基 準 年 度 比 で 3 5 . 8％ 減 少 し て い ま す 。  

 

 

（ t - C O 2 ）  

活動区分  
2013 年度  

基準年度  
2020 年度   2021 年度   2022 年度   2023 年度  

自動車の走行  
ガソリン  14 9  9  9  8   

軽油  33 2 4  2 4  2 4  2 1   

自動車用  

エアコンディショナー  
6 5 6  5  5  

公用車の走行関係の排出量

合計  
53 3 8  3 9  3 8  3 4  

基準年度比増減率（％）   - 2 8 . 3   - 2 6 . 4   - 2 8 . 3   - 3 5 . 8   

※表中の数値は、端数処理により合計値と一致しない場合があります。  
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図 2－3  公 用 車 の走 行 関 係 の排 出 量 の推 移  

表 2－4  公 用 車 の走 行 関 係 の排 出 量 の推 移  



 

１１ 

 

４  非 エネルギー起 源排 出量  

非 エ ネ ル ギ ー 起 源 の 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は 、二 酸 化 炭 素 や 一 酸 化 二 窒

素 に よ る も の で す 。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は 、 基 準 年 度 が 2 1 , 9 1 0 t - C O 2に 対 し 、 2 0 2 3年 度 が

1 7 , 3 1 1 t - C O 2と な っ て お り 、 基 準 年 度 比 で 2 1％ 減 少 し て い ま す 。  

2 0 2 3年 度 の 活 動 区 分 ご と に み る と 、一 般 廃 棄 物 の 焼 却 に よ る 排 出 量 が

最 も 多 く 、 非 エ ネ ル ギ ー 起 源 排 出 量 の 約 9割 を 占 め て い ま す 。 次 い で 、

下 水 道 終 末 処 理 場 に よ る 排 出 量 が 多 く み ら れ ま す 。  

 

 

（ t - C O 2 ）  

活動区分  
2013 年度  
(基準年度)  

2020 年度  
 

2021 年度  
 

2022 年度  2023 年度  

一般廃棄物の焼却  20,425 14,648 15,098 17,596 15,937  

下水道終末処理場  1,459 1,402 1,389 1,294 1,320  

合併処理浄化槽  2 3 2 2 2  

農業集落排水  24 29 27 26 27  

燃焼機関   28 33 28 25  

非エネルギー起源  
排出量合計  

21,910 16,110 16,549 18,946 17,311 

基準年度比増減率（％）   -26.5 -24.5 -13.5 -21.0 

※表 中 の数 値 は、端 数 処 理 により合 計 値 と一 致 しない場 合 があります。  
 

表 2－6  ごみ焼 却 量 等 の推 移 （千 ｔ）  

  

項目  
2013年度  
(基準年度)  

2020年度  
 

2021年度  
 

2022年度  
 

2023年度  
 

基準  
年度比  
増減率  
(％) 

ごみ焼却量  56.1  51.2  50.4  50.1  49.4 -11.9  

プラ含有量  5.9  4.2  4.2  5.1  4.5  -23.7  
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表 2－5  活 動 区 分 ごとのエネルギー起 源 CO 2 以 外 の排 出 量 の推 移  

図 2－4  活 動 区 分 ごとのエネルギー起 源 CO 2 以 外 の排 出 量 の推 移  



 

１２ 

 

５  施設別 のエネルギー起源 ＣＯ ２排出量  

2 0 2 3年 度 の 部 局 別 に み た 公 用 車 を 除 い た エ ネ ル ギ ー （ 燃 料 及 び 電 力 ）

の 使 用 に よ る エ ネ ル ギ ー 起 源 C O 2排 出 量 は 、 市 長 部 局 が 最 も 多 く 、 次 い

で 、 水 道 局 、 教 育 委 員 会 、 交 通 局 の 順 と な っ て い ま す 。  

 

図 2－5  部 局 別 のエネルギー起 源 CO 2排 出 量  

 

基 準 年 度 及 び 2 0 2 3年 度 に つ い て 、エ ネ ル ギ ー 起 源 C O 2排 出 量 が 多 い 上

位 1 0施 設 の 排 出 量 は 、全 施 設 の 排 出 量 の 7割 以 上 を 占 め て い ま す 。2 0 2 3

年 度 に 最 も 排 出 量 が 多 い 施 設 は 、 上 水 道 施 設 、 焼 却 場 、 次 い で 、 小 学

校 、 西 部 浄 化 セ ン タ ー と な っ て い ま す 。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 が 多 い 上 位 1 0施 設 に つ い て 、 基 準 年 度 と 2 0 2 3年

度 を 比 較 す る と 、 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 は 、 約 3 5％ 減 少 し て い ま す 。  

表 2－7  施 設 別 のエネルギー起 源 CO 2排 出 量 の推 移 (単 位 : t -CO 2 )  

施設名称  

2013 年度  
（基準年度）  

 
施設名称  

2023 年度  

排出量  割合   排出量  割合  

    上水道施設  6,373 25.6      上 水 道 施 設  4,108 24.2  

    焼却場  3,139 

 
12.6      焼 却 場  1,561 9.2  

    小学校  1,886 7.6      小 学 校  1,462 8.6  

    西部浄化センター  1,714 6.9      西 部 浄 化 センター  1,409 8.3  

    東部浄化センター  1,574 6.3      東 部 浄 化 センター  1,304 7.7  

    ポンプ場  1,509 6.1      ポンプ場  1,081 6.4  

    本庁舎  1,112 4.5      中 学 校  508 3.0  

    卸売市場  906 3.6      卸 売 市 場  501 3.0  

    中学校  842 3.4      楠 こもれびの郷  501 2.9  

    楠こもれびの郷  766 3.1      本 庁 舎  478 2.8  

  上記 10 施設計  19,821 79.7    上記 10 施設計  12,912 76.1  

  その他の施設計  5,064  20.3     その他の施設計  4,066 23.9  

  全施設合計  24,885 100.0    全施設合計  16,978 100.0 

※ 1 表 中 の数 値 は、端 数 処 理 により合 計 値 と一 致 しない場 合 があります。  
※ 2 公 用 車 の燃 料 を除 いたエネルギー起 源 C O 2  
2013 年度： 
28,177t-CO2[エネルギー起源 CO2]－（367.2 t-CO2 +2,924.6 t-CO2） [燃料（公用車）]≒ 24,885 t-CO2  

2023 年度： 
19,376t-CO2[エネルギー起源 CO2]－（235 t-CO2 +2,163.1 t-CO2） [燃料（公用車）]≒ 16,978 t-CO2 

市長部局

9,855 t-CO₂

58%

水道局

4,343 t-CO₂

26%

教育委員会

2,703 t-CO₂

16%

交通局

77 t-CO₂

0.5%

市長部局

水道局

教育委員会

交通局
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１ 温室効果ガスの削減目標  

２ 部局別の温室効果ガス削減目標  
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１４ 

 

 

 

 

１  温室効果 ガスの削減 目標  

地 球 温 暖 化 対 策 計 画 等 を 踏 ま え て 、 2 0 3 0年 度 ま で の 温 室 効 果 ガ ス の

削 減 目 標 を 次 の と お り 設 定 し ま す 。  
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≪温室効果ガスの総排出量≫  

２０１３年度比で４５％以上削減  

≪非エネルギー起源を除く温室効果ガスの排出量≫ 

２０１３年度比で５１％以上削減 

5 0 , 1 4 0  

4 5％  

削 減  

削減目標  
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3 6 , 7 2 1  2 7 , 3 6 2  

図 3－1  温 室 効 果 ガスの削 減 実 績 と本 計 画 の削 減 目 標  



 

１５ 

 

国 に お け る 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 に 係 る 各 取 組 と 目 標 を 、表 3 - 1の と お

り 示 し ま す 。  

こ の う ち 、宇 部 市 に お い て は 、「 太 陽 光 発 電 の 最 大 限 の 導 入 」、「 電

動 車 の 導 入 」、「 L E D照 明 の 導 入 」を 重 点 的 な 取 組 と し て 位 置 付 け ま す 。  

 

 

 

措 置  目 標  

太 陽 光 発 電 の 最 大 限 の 導 入  2 0 3 0 年 度 ま で に 設 置 可 能 な 政 府 保 有 の 建

築 物 （ 敷 地 含 む ） の 約 5 0％ 以 上 に 太 陽 光

発 電 設 備 を 設 置 、2 0 4 0 年 度 ま で に 1 0 0％ 設

置 を 目 指 す 。ペ ロ ブ ス カ イ ト 太 陽 電 池 を 率

先 導 入 す る 。ま た 、社 会 実 装 の 状 況（ 生 産

体 制・施 工 方 法 の 確 立 等 ）を 踏 ま え て 導 入

目 標 を 検 討 す る 。  

建 築 物 に お け る 省 エ ネ ル ギ ー

対 策 の 徹 底  

今 後 予 定 す る 新 築 事 業 に つ い て は 原 則  

Z E B  O r i e n t e d  相 当 以 上 と し 、2 0 3 0 年 度 ま

で に 新 築 建 築 物 の 平 均 で  Z E B  r e a d y  相

当 と な る こ と を 目 指 す 。 ま た 、 2 0 3 0 年 度

以 降 に は 更 に 高 い 省 エ ネ 性 能 を 目 指 す 。ま

た 、既 存 建 築 物 に つ い て 省 エ ネ 対 策 を 徹 底

す る 。建 築 物 の 資 材 製 造 か ら 解 体（ 廃 棄 段

階 も 含 む ）に 至 る ま で の ラ イ フ サ イ ク ル 全

体 を 通 じ た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 削 減 に 努

め る 。  

電 動 車 の 導 入  公 用 車 に つ い て は 、代 替 可 能 な 電 動 車 が な

い 場 合 等 を 除 き 、新 規 導 入・更 新 に つ い て

は 2 0 2 2 年 度 以 降 全 て 電 動 車 と し 、 ス ト ッ

ク （ 使 用 す る 公 用 車 全 体 ） で も 2 0 3 0 年 度

ま で に 全 て 電 動 車 と す る 。  

L E D 照 明 の 導 入  既 存 設 備 を 含 め た 全 体 の L E D 照 明 の 導 入

割 合 を 2 0 3 0 年 度 ま で に 1 0 0％ と す る 。  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 電 力 調 達

の 推 進  

2 0 3 0 年 度 ま で に 調 達 す る 電 力 の 6 0％ 以 上

を 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 電 力 と す る 。  

G X 製 品  市 場 で 選 ば れ る 環 境 整 備 の た め 、率 先 調 達

に 取 り 組 む 。 （ G X 製 品 ： 製 品 単 位 の 削 減

実 績 量 や 削 減 貢 献 量 が よ り 大 き い も の 、

C F P（ カ ー ボ ン フ ッ ト プ リ ン ト ）が よ り 小

さ い も の ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3－1  政 府 実 行 計 画 に新 たに盛 り込 まれた主 な措 置 の内 容 とその目 標 (参 考 )  
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１６ 

 

2 0 1 3年 度 か ら 2 0 3 0年 度 ま で の 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 見 込 量 に つ い て 、

表 3 - 2の と お り 算 定 し ま す 。  

設 備 更 新 、 公 用 車 対 策 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 、 電 気 の 排 出 係

数 の 低 減 、 非 エ ネ ル ギ ー 起 源 の 将 来 推 計 に よ り 、 2 0 3 0年 度 ま で に 基 準

年 度 の 総 排 出 量 に 対 し て 2 2 , 7 7 8 t - C O 2、非 エ ネ ル ギ ー 起 源 を 除 く 排 出 量

に 対 し て 1 4 , 5 8 7 t - C O 2の 削 減 が 見 込 ま れ ま す 。  

こ の 削 減 率 は 、 基 準 年 度 の 総 排 出 量 に 対 し て 4 5％ 以 上 、 非 エ ネ ル ギ

ー 起 源 を 除 く 排 出 量 に 対 し て は 5 1％ 以 上 を 見 込 ん で い ま す 。  

 

表 3－2  温 室 効 果 ガスの削 減 見 込 量  

番  

号  
項  目  取組内容  

削減見込量  

t-CO2 

基準年度の  

総排出量  

に対して（％） 

非エネルギー起

源を除く排出量

に対して（％）  

① 
2013～2023年度までの 

取組による削減増加量  

エネルギー起源CO2 8,801 17.6 31.2 

公用車の走行  19 0.0 0.1 

非エネルギー起源  4,599 9.2 － 

② 設備更新による取組（照明のLED化）  1,266 2.5 4.5 

③ 公用車対策  42 0.1 0.1 

④ 再生可能エネルギーの導入  138 0.3 0.5 

⑤ 電気の排出係数の低減  

（大手電力会社が電力のCO2排出係数を2030年度に0.25

（kg-CO2/kWh）まで低減すると自主的な目標としている）  

4,321 8.6 15.3 

⑥ 非エネルギー起源の将来推計  3,592 7.2 － 

基準年度の総排出量に対する削減見込量の合計  22,778 45.43 － 

非エネルギー起源を除く排出量に対する削減見込量の合計  14,587 － 51.67 

※表中の数値は、端数処理により合計値と一致しない場合があります。  
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①2013 年 度 ～2023 年 度 までの取 組 による削 減 増 加 量  

2 0 1 3 年 度 ～ 2 0 2 3 年 度 ま で の 取 組 に よ り 、削 減 し た 排 出 量 を 記 載 し

ま し た 。  

な お 、 市 役 所 本 庁 舎 棟 に お い て は 、 令 和 4 年 5 月 の 供 用 開 始 か ら

一 年 間 の 実 績 値 で 、 先 導 的 省 エ ネ 技 術 に よ り Z E B  R e a d y 相 当 （ 5 0％

以 上 省 エ ネ ） の 基 準 を 達 成 し て い ま す 。  

市 役 所 本 庁 舎 (令 和 ７ 年 ５ 月 現 在 )  

 

②設 備 更 新 （照 明 の L E D 化 ）による削 減 見 込 量  

こ れ ま で の 設 備 更 新 に お け る 省 エ ネ 効 果 か ら 、 設 備 更 新 対 策 を 全

庁 的 に 水 平 展 開 し た 場 合 の 削 減 見 込 量 を 算 定 し ま し た 。  

 

 

③公 用 車 対 策 による削 減 見 込 量  

現 在 の 電 動 車 の 性 能 や 価 格 帯 に 鑑 み 、ガ ソ リ ン 車（ 特 殊 車 両 除 く ）

の う ち 、約 １ 割 を 電 動 車（ E V、 F C V、 P H E V、 H V）と し た 場 合 の 削 減 見

込 量 を 算 定 し ま し た 。  

 

 

④再 生 可 能 エネルギーの導 入 による削 減 見 込 量  

市 有 施 設 の 太 陽 光 発 電 の 設 置 可 否 や 設 置 効 果 が 最 大 と な る 設 備 容

量 の 調 査 結 果 を 踏 ま え 、 設 置 可 能 と 判 断 さ れ た 施 設 の 5 0%以 上 に 太

陽 光 発 電 を 設 置 し た 場 合 （ ※ 1  2 0 3 0 年 ま で に ７ 施 設 に 新 規 導 入 ）

の 削 減 見 込 量 を 算 定 し ま し た 。  

※ 1  国 の 示 す 目 標 （ 設 置 可 能 施 設 の う ち 5 0％ 以 上 に 設 備 を 導 入 ）

と の 整 合 を 図 る た め 、本 市 に お け る 設 備 設 置 可 能 と 見 込 ま れ る 市

有 施 設 8 0 施 設 の う ち 、4 0 施 設 へ の 設 置（ 導 入 率 5 0％ ）を 目 標 と

し ま す 。 現 在 、 設 置 済 施 設 が 3 3 施 設 で あ る こ と か ら 、 残 り 7 施

設 へ の 導 入 を 目 指 し ま す 。  
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１８ 

 

 

⑤電 気 の排 出 係 数 の低 減  

    地 域 の 再 生 エ ネ ル ギ ー を 効 率 的 に 運 用 す る 宇 部 地 域 エ ネ ル ギ ー 会

社 と の 連 携 に よ り 、C O 2 排 出 係 数 の 低 い 低 炭 素 な 電 力 の 調 達 を 進 め て

い き ま す 。  

  ま た 、 大 手 電 力 会 社 の 自 主 目 標 値 の 達 成 に よ り 、 C O 2 排 出 係 数 が

2 0 3 0 年 度 に 0 . 2 5 ( k g - C O 2 / k W h )ま で 低 減 さ れ る 見 込 み で あ る こ と か

ら 、 新 電 力 事 業 者 （ P P S） を 含 め て 、 C O 2 排 出 係 数 が 自 主 目 標 値 に 低

減 し た 場 合 の 削 減 見 込 量 を 算 定 し ま し た 。  

（参 考 ）実 排 出 係 数 の変 化  

2013 年度  使用量 (kWh) 割合  実排出係数  

中国電力  27,815,920 100.0% 0.719 

 

 

 

⑥非 エネルギー起 源 の将 来 推 計  

一 般 廃 棄 物 の 焼 却 量 の 減 少 に よ る 削 減 見 込 量 を 算 定 し ま し た 。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年度  使用量 (kWh) 割合  実排出係数  実排出係数×割合  

中国電力  18,353,357   63.9% 0.537 0.343 

うべ未来エネルギー  9,557,687 33.3% 0.279 0.093 

エネルギア・ソリューション・ 

アンド・サービス  
438,319 1.5% 0.441 0.007 

丸紅  373,396 1.3% 0.509 0.007 

合計  28,722,759 100.0%  (平均排出係数 )  0.45  
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２  部局別の温室 効果 ガスの削減目標  

本 計 画 の 目 標 達 成 に 向 け て 、 部 局 別 の 温 室 効 果 ガ ス の 削 減 目 標 を 設 定

し ま し た 。  

 

表 3－3   部 局 別 の温 室 効 果 ガスの削 減 目 標  

部局名  

温室効果ガス排出量[t-CO2] 

 

2013年度  

（基準年度） 

 

2023年度  

 

2030年度  

（目標年度) 

＊括弧内は基準年度比削減率  

市長部局  14,853.7 9,854.7 9,040.0（-39%）  

教育委員会  3,550.5 2,703.2 2,479.7（-30%）  

水道局  6,372.8 4,342.5 3,983.5（-37%）  

交通局  108.5 77.0 70.6（-35%）  

公用車分  3,344.8 2,432.1 2,390.1（-29%）  

電気の排出係数の 
低減による削減量  

― ― -4,321.0（-15%） 

合計  28,230 19,410 13,643（-51%） 

目標値  ― ― 13,643（-51%） 

※表中の数値は、端数処理により合計値と一致しない場合があります。  

※非エネルギー起源を除く排出量  

2013 年度：28,177t-CO2（エネルギー起源 CO2)＋53 t-CO2 (公用車の走行関係 )＝28,230 t-CO2  

2023 年度：19,376t-CO2(エネルギー起源 CO2) ＋34 t-CO2 (公用車の走行関係 )＝19,410 t-CO2  

2030 年度：13,617t-CO2(エネルギー起源 CO2) ＋26 t-CO2 (公用車の走行関係 )＝13,643 t-CO2  

 

  

第
３
章 

計
画
の
目
標 



 

２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 省エネルギー（運用改善）  

２ 省エネルギー（設備更新等）  

３ 物品の購入・使用・ごみの排出量  

４ 市主催のイベント等の環境配慮  

５ 職員の環境保全意識の向上  

６ 取組の目標  

 

第４章  

目標達成の  

ための取組  
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本 計 画 の 目 標 を 達 成 す る た め 、 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 抑 制 等 に 配 慮 し

た 具 体 的 な 取 組 を 次 の と お り 設 定 し ま す 。  

 

１  省 エネルギー（運 用 改 善 ）  

■  照 明 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  空 調 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

■  ボイラー設 備 に関 すること  
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①  昼休み及び勤務時間終了後は、不要な照明を消灯する。  

②  一定の明るさが確保できる場合は、部分照明や照明の 

間引きを行う｡ 

③  トイレ、給湯室、会議室等の照明は、必要な場合のみ 

点灯する。 

④  働き方改革により、時間外勤務を極力なくし、夜間、 

休日の電気使用を控える。 

⑤  屋外照明の適切な点灯時間を検討し、点灯時間の短縮を 

図る。 

 

①  冷暖房は、室温が冷房時28℃、暖房時20℃になるように設定

する。ただし、日々の気温や仕事環境等に応じて、健康を第

一に、柔軟に温度設定すること。 

②  冷暖房時は、ドアや窓を閉め、ブラインド、緑のカーテン等

を利用することで空調効果を高める。 

③  クールビズやウォームビズにより、着衣で寒暖に対応する。 

④  冷暖房の運転時間は、原則として勤務時間（運営時間）内と

する。 

⑤  室内機のフィルタや室外機のフィンの定期的な清掃により、

運転効率の低下を防ぐ。 

⑥  運転管理手順を見直し、省エネルギー化に向けた改善を行う。 

⑦  春期・秋期においては、室内への自然の外気を取り入れる。 

冷房時28℃ 
暖房時20℃  

必要最小限 
の照明  

①  ボイラー設備における燃焼空気比の適正化等の効率的な運用に努める。  

②  ボイラー設備の稼働時間の短縮を検討し、燃料の消費抑制に努める。  

③  運転管理手順を見直し、省エネルギー化に向けた改善を行う。  
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■  事 務 機 器 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  公 用 車 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  その他  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①  コンセントを抜くことや省エネタップ等を利用し、 

ＯＡ機器等の不用な待機電力を抑える。 

②  ＯＡ機器等は、省エネモードを活用する。 

③  長時間使用しない時（概ね30分以上）や昼休みには、  

パソコンやコピー機等ＯＡ機器の電源オフを徹底する。 

④  退庁（閉館）時には、主電源を切る、コンセントを抜く等し、

待機電力の抑制に努める｡ 

⑤  電力消費の大きな家電機器の利用は、必要最小限とする。  

⑥  電気ポットは、原則として使用しない。  

⑦  冷蔵庫の使用は、温度調整により節電に努める。  

⑧  業務に関係のない電化製品を職場に持ち込まない  

待機電力
OFF 

①  移 動 距 離 が 2 k m以 内 の 場 合 は 、 徒歩や自転車の利用に努

める。 

②  同一場所への出張、会議、研修等に複数で参加する場合は、

所属課にかかわらず乗り合わせる。 

③  渋滞を避け、余裕を持って出発する。 

④  不用なものは、積載しない。  

⑤  車間距離を開け、加減速の少ない運転を行う。 

⑥  過度のエアコンの使用を控える 

⑦  駐停車時は、アイドリングストップを行う。  

⑧  空気圧のチェックを定期的に行う。 

⑨  毎月の走行距離の把握に努め、適正運転を行う。  

エコドライブ  

①  エレベーターや自動ドアの利用は、可能な限り控える。  

②  使用機器の保守点検を確実に行う。 

③  ノー残業デーや全庁一斉退庁日の時間外勤務は、可能な限り控える。 

④  ポスターや庁内掲示板等により省エネルギー行動の徹底を定期的に啓発する。 

⑤  電力多消費設備の同時使用を避け、計画的な起動による負荷の平準化及び契約

電力の抑制に努める。 

⑥  電力供給契約の際には、排出係数も考慮の上、小売電気事業者の選定を検討す

る。 

アイドリング 
ストップ  
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２  省 エネルギー（設 備 更 新 ・新 設 等 ）  

■  照 明 に関 すること  

 

 

 

 

 

■  空 調 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  ボイラー設 備 に関 すること  

 

 

 

■  事 務 機 器 に関 すること  
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①  照明機器のＬＥＤ化により、省エネを推進する。 

②  人感センサー、照度センサー等の導入や効率的な照明機器の

利用を検討する。 

照明のLED化  

①  空調機器の更新・新設の際は、高効率空調機の導入を推進す

る。 

②  室外機の日射対策（日除け、遮熱板等）を検討し、室外機の

吸込み温度上昇を抑え、夏期における空調電力の省エネを図

る。 

③  ショートサーキット（廃熱の吸気）の可能性のある場所にお

いては、室外機の配置、周囲の物の配置を検討して、室外機

の周囲に適切なスペースを確保させる。 

④  断熱サッシや複層ガラス等による窓の断熱化を図る。 

日射対策、 
ショートサー
キットの防止  

①  更新・新設に際しては、運転台数と負荷量に応じた機器を選定する。  

②  露出配管によるエネルギーロスを防ぐための対策を講じる。  

省エネタイプ
の製品に更新  

①  古 い 電 化 製 品 は 、省 エ ネ タ イ プ の 製 品 に 切 り 替 え る 。 

②  複 合 機 の 導 入 に よ る 機 能 の 集 約 化 と 適 正 な 配 置 の よ

り 、 消 費 電 力 の 削 減 に 努 め る 。  
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■  公 用 車 に関 すること  

 

 

 

■  再 生 可 能 エネルギー  

 

 

 

 

 

 

 

 

■  その他  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①  公用車を新規導入または代替導入する場合は、電動車（EV・FCV・PHEV・HV）

の導入を検討する。 

①  小・中学校や避難施設・防災拠点となる公共施設で、太陽光

発電や蓄電池等の自立・分散型エネルギー設備を導入する。 

②  公共施設で未利用バイオマスエネルギーを利用した設備の導

入・活用を推進する。 

③  施設の新設や大規模改修の際は、再生可能エネルギー設備の

導入を検討する。 

 

再生可能エネ
ルギー設備の
導入  

①  施設内の設備の更新時には、省エネルギー診断の実施等の先進的な取組事例を

参考としながら検討する。 

②  施設内の設備の更新時には、デマンド計やBEMSの導入により制御の効率を高め

て、エネルギー消費量の最適化や低減を図る。 

③  施設の統合や複合化、廃止等により、公共施設マネジメントを推進する。  

④  公共工事等において、環境に配慮した省エネルギー・省資源な設計や廃棄物の

少ない施工に努める。 

⑤  建設副産物の発生抑制・再利用・適正処理に努める。  

⑥  公共施設の壁面緑化、駐車場の芝生化等により、ヒートアイランド対策を推進

する。 

⑦  自動販売機の適正な配置や省エネルギー型自動販売機への移行を推進する。  
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３  物品 の購入 ・使 用 ・ごみの排出 量  

■  グリーン購 入 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  コピー用 紙 に関 すること  
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①  事務物品は、環境ラベル商品を優先購入する。 

②  コピー機、プリンターのトナーカートリッジは、再生品を 

使用する。 

③  詰め替え可能製品を使用し、使い捨て製品等の購入は、 

極力控える。 

④  グリーン購入方針により、環境配慮物品の購入割合の把握に 

努める｡ グリーン購入 
の促進  

①  文書管理システムを有効に活用し、電子決裁を基本とする。 

②  回覧で可能なものは、個人配付を行わず、Garoonやメール等

を有効利用する。 

③  両面印刷の徹底、集約印刷の活用等により用紙の枚数を 

削減する。 

④  支障のないものは、使用済み用紙の裏面を利用する。 

⑤  プレビュー機能等を利用し、画面上で十分確認した上で 

必要部数を印刷する。 

⑥  プレゼンテーションソフト等の利用により配付資料を 

削減する。 

⑦  各種広報については、ウェブサイトやＳＮＳ等の電子媒体を  

活用するとともに、紙媒体での周知等を行う場合には、印刷

物の種類・数量等を十分検討の上、必要部数を印刷する。  

裏紙の使用  

グリーン購入法 

適合商品 

電子決裁の利用 

ウェブサイト、
SNSの活用  
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■  ごみに関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■  水 道 使 用 に関 すること  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  宇部市プラスチックスマート率先行動を実行する。 

・  マイバック・マイボトル等の利用を促進し、ごみの削減化

を図る。 

・  会議においては、ペットボトル等での湯茶を使用しない。 

・  物品購入における不要なプラスチック製品を削減する。 

②  物品の在庫管理を徹底し、無駄な購入をなくすとともに、 

新たな物品を購入する際には、他課からの借入れを考えた上

で、必要最小限の購入に留める。 

③  公的行事においては、ごみの排出抑制に努める。  

④  庁内の文書交換に使用済み封筒を活用する。 

⑤  使用しない備品・事務用品は、Garoonの掲示板を利用し、情

報交換による相互融通を図り、有効活用する。  

⑥  ３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）運動を推進し、

廃棄物の削減、リサイクルに努める。 

⑦  ごみの排出に当たっては、分別を徹底する。 
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①  手洗い時、トイレ使用時、洗いもの等において、節水に努め

る。 

②  使用後は、蛇口を確実に締める。 

③  公用車の洗車を必要最小限に留め、洗車する場合は、節水を 

励行する。 

④  小・中学校や公共施設の雨水貯留タンクを整備する。 

⑤  イベントの運営、施設の管理においては、利用者にも節水を

呼び掛ける。 

⑥  流水擬音、感知式自動水洗など、節水有効機器の設置を 

促進する。 

３R運動の推進  

節水の呼び掛け 

・マイバック  
・マイボトル  
の利用促進   

 

無駄な使用の削減 

プラスチック
の使用抑制  



 

２７ 

 

■  エコ通 勤 に関 すること  
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●通勤距離が５ km 以内  

●利便性の高いバス路線（西宇部線・中央病院線・黒石線・  

八幡宮線・小野田線）のバス停や JR 路線（宇部線・山陽本線・  

小野田線）の駅から概ね１ km 以内に住居及び勤務地がある。  

エコ通勤の定義  

a 公共交通機関（ JR、バス）による通勤  

b 徒歩又は自転車による通勤  

c パークアンドライドによる通勤  

d オートバイによる通勤  

e マイカーでの二人以上の相乗りによる通勤  

エコ通勤基準  

①  サ イ ク ル ア ン ド ラ イ ド 、 パ ー ク ア ン ド ラ イ ド の 活 用 等 に よ り 、 マ

イ カ ー の 利 用 を 控 え 、 公 共 交 通 機 関 を 利 用 す る 。  

②  毎 週 水 曜 日 を ノ ー マ イ カ ー 通 勤 デ ー と す る 。  

③  三交代勤務等、やむを得ない事情により水曜日に実施できない場合は、直近

の実施可能日に振り替える。  

④  県 内 一 斉 ノ ー マ イ カ ー デ ー に 協 力 す る 。  

⑤  下 記 の エ コ 通 勤 基 準 に 該 当 す る 者 は 、 徒 歩 、 自 転 車 、 公 共 交 通 機

関 等 を 利 用 す る 。  

⑥  環 境 負 荷 の 低 減 に な る 通 勤 手 段 を 選 択 す る よ う 心 が け る 。  



 

２８ 

 

４  市主催 のイベント等 の環境 配慮  

①  自 然 環 境 や 周 辺 環 境 へ 配 慮 し 、イ ベ ン ト 等 で 発 生 す る Ｃ Ｏ ２ 排 出 量 を

緑 化 等 に よ り 相 殺 す る カ ー ボ ン ・ オ フ セ ッ ト 事 業 を 推 進 す る 。  

②  市 内 の イ ベ ン ト 等 に お い て は 、廃 棄 物 の 発 生・排 出 抑 制 、省 資 源・省

エ ネ ル ギ ー 化 に 努 め る 。  

③  来 場 者 に 対 し て 、マ イ カ ー の 自 粛 及 び 徒 歩・自 転 車・公 共 交 通 機 関 の

利 用 を 呼 び か け る 。  

④  可 能 な 限 り 、公 共 交 通 機 関 が 利 用 で き る 場 所 や 時 間 帯 で の 開 催 に 心 掛

け る 。  

 

５  職員 の環境 保全意識 の向上  

①  職 員 の 環 境 保 全 意 識 の 向 上 を 図 る た め 、環 境 保 全 に 係 る 研 修 を 職 場 で

定 期 的 に 実 施 す る 。  

②  本 計 画 の 取 組 の 周 知 を 図 り 、職 員 の 理 解 を 深 め る た め に 、本 計 画 の 進

捗 状 況 や 環 境 問 題 等 に 関 す る 情 報 提 供 を 行 う 。ま た 、各 職 場 に お い て

は 、 朝 礼 、 文 書 管 理 シ ス テ ム 等 に よ り 、 情 報 の 共 有 を 図 る 。  

③  環 境 に 関 す る 研 修 、シ ン ポ ジ ウ ム 、講 演 会 、環 境 ボ ラ ン テ ィ ア 等 へ の

職 員 の 参 加 を 奨 励 す る 。  

④  地 球 温 暖 化 対 策 の た め の 国 民 運 動「 デ コ 活 ※ 」の 取 組 を 率 先 実 行 す る 。 

※  「 デ コ 活 」 と は 、「 脱 炭 素 に つ な が る 新 し い 豊 か な 暮 ら し を 創 る  

国 民 運 動 」 の 愛 称 で あ り 、 二 酸 化 炭 素 （ C O ₂） を 減 ら す （ D E） 脱

炭 素（ D e c a r b o n i z a t i o n）と 、環 境 に 良 い エ コ（ E c o）を 含 む "デ コ "

と 活 動 ・ 生 活 を 組 み 合 わ せ た 新 し い 言 葉 で す 。  
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６  取組 の目標  

本 計 画 の 目 標 達 成 に 向 け て 、 取 組 等 の 目 標 を 設 定 し ま し た 。  

 

表 4－1  取 組 等 の目 標  

項  目  
2013年度  

（基準年度） 

2030年度  

（ 目 標 年 度 ) 

電気使用量(千 kwh) 27,815.9 
19,471 以下  

（30％以上削減） 

A 重油使用量(kl) 317.2 
285 以下  

（10％以上削減） 

灯油使用量(kl) 1,170.8 
643 以下  

（45％以上削減） 

ＬＰガス使用量 (千 m³) 71.4 
64 以下  

（10％以上削減） 

ガソリン使用量 (kl) 164.1 
98 以下  

（40％以上削減） 

軽油使用量(kl) 1,140.8 
798 以下  

（30％以上削減） 

都市ガス使用量(千 m³) 282.0 
254 以下  

（10％以上削減） 

グリーン購入率  98.0% 100% 

コピー用紙の使用量 (千枚) 30,237 
21,165 以下  

(30％以上削減) 

本庁舎における燃やせるごみの総排出量（ｔ）  16.2 
6.4 以下  

(60％以上削減) 

水使用量(千 m³) 457.3 
389以下  

(15％以上削減) 
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１ 推進体制  

２ 推進業務スケジュール 

３ 温室効果ガス排出量算定システム  

の活用  

４ 取組状況の公表  
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１  推進体制  

本 計 画 は 、 Ｐ Ｌ Ａ Ｎ (計 画 )－ Ｄ Ｏ (実 行 )－ Ｃ Ｈ Ｅ Ｃ Ｋ (点 検 )－ Ａ Ｃ

Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ (見 直 し )の 一 連 の 流 れ (Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル )に よ る 環 境 マ ネ ジ

メ ン ト シ ス テ ム に よ り 推 進 し 、 確 実 で 継 続 的 な 環 境 改 善 を 図 り ま す 。  

温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 算 定 に 伴 い 、 実 行 計 画 （ 事 務 事 業 編 ） 期 間 ご

と に 運 営 す る Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル 、 対 象 機 関 ご と に 1 年 単 位 で 運 用 す る

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル 、 各 課 ま た は 施 設 ご と に 運 営 す る ６ か 月 単 位 で 運 用

す る Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル 、 各 職 員 が 日 常 的 に 行 う Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル 等 、

レ ベ ル 別 に 多 層 的 な 進 行 管 理 （ 多 層 的 Ｐ Ｄ Ｃ Ａ ） を 行 い ま す 。  

 

図 5－1   ＰＤＣＡサイクルイメージ図  
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・計画全体 PDCA(6か月ごと、計画期間中間) 

・毎月実施する PDCA 
・環境監査の実施に伴い、運用 
する PDCA（6か月ごと） 

 

各 課 ・各 施 設  

 Action 
実行計画の見直し 

DO 
施策の実施・推進 

 

環 境 基 本 計 画 推 進
本 部 事 務 局  

 

 
 

・上期、前年度の排出量の集計に伴い 
運用する PDCA（６か月ごと） 

 

Action 
取組の見直し 

 Do 
取組の実施  

環境実行責任者  

内部環境監査 

の実施  

の実施  

指 示  報 告  

改善指示 

改善指示 

 

 

各 職 員  

 D 

C A 

算定システムの活用  

によるＰＤＣＡの実施 

によるＰＤＣＡの実 施  

Action 

Plan 

   管理標準等の活用  

による PDCA の実施 

自 主 的 ＰＤＣＡの

実 施  

 
 

Plan 
取組の立案  

 Check 
点検・評価  

 Plan 
実行計画の策定・改訂 

 Check 
実行計画の点検・評価 

 

 Check 
 

P P  

Do Do  
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表 ５－１  推 進 体 制 及 び内 容 について  

推進体制  内容  関係者 

計画策定  

（PLAN） 

体制  

環境基本計画推進本部事務局が、本計画に関

する年度目標を決定し、環境管理責任者の承認を

得る。 

 

⚫ 環境基本計画推進本部

事務局（環境政策課） 

⚫ 環境管理責任者（市民環

境部長） 

実行（DO）

体制  

各部門長（局等の長）を「環境実行責任者」と

し、環境基本計画推進本部設置要綱第７条に基

づき「環境マネージャー」を設置する。 

 

⚫ 環境実行責任者 {各部

門長（局等の長）} 

⚫ 環境マネージャー （環境

基本計画推進本部設置

要綱第７条に基づく） 

＜環境実行責任者＞ 

⚫ 環境実行責任者は、部局単位での円滑かつ

効果的な温室効果ガス削減の推進を図るた

め、部局の特色・状況を踏まえて本計画の進

捗・点検・管理を行う。 

⚫ 部等内の各課等から出された実行計画進捗

状況調査表を審査し、承認後取りまとめて事

務局へ提出する。 

⚫ 環境実行責任者 

＜環境マネージャー＞ 

⚫ 課等内において各 1 名の環境マネージャーを

選任する。 

⚫ 課等内において、本計画の推進を図り、職員

に対して必要な指示を行う。 

⚫ 課等内の取組状況を把握して実行計画進捗

状況調査表を作成し、評価を行う。 

⚫ 環境実行責任者から改善等の指示があった

場合は、速やかに検討し、改善に努める。 

⚫ 環境マネージャー 

＜職場・職員＞ 

⚫ 排出量削減のための取組を行う。 

⚫ 環境マネージャーに取組状況を報告し、 

排出量削減のための提案を行う。 

⚫ 職場及び職員  

⚫ 環境マネージャー 
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推進体制  内容  関係者  

実行（DO）

体制  

＜実行計画進捗状況調査表＞ 

⚫ 環境実行責任者は、６か月に一度（４月・

１０月）に部等内の実行計画進捗状況調

査表をとりまとめて事務局に提出する。 

⚫ 実行計画進捗状況調査表の提出は、電

子データを送付する。 

⚫ 環境実行責任者  

点検

（CHECK） 

体制  

＜環境監査＞ 

環境管理責任者は、職員の中から指名した

エコ推進指導員から環境監査員を選定し、環

境監査を実施する。 

⚫ 環境基本計画推進本部事務局長は、各

部局から提出された調査表を取りまとめ、

データを環境監査員に引き渡す。 

⚫ 環境監査員はデータをもとに、必要に応じ

て現場審査を実施する。 

⚫ 環境監査員は環境監査の結果、改善の

必要がある場合には、環境実行責任者に

改善を指示し回答を求める。 

⚫ 環境管理責任者  

⚫ エコ推進指導員（職員の

中から選定） 

⚫ 内部環境監査員 （エコ推

進指導員から選定） 

⚫ 環境基本計画推進本部

事務局長（環境政策課

長） 

⚫ 環境実行責任者  

⚫ 環 境 実 行 責 任 者 は、該 当 する環 境

マネージャーに改 善 を指 示 する。  

⚫ 環 境 マネージャーは、原 因 を究 明 し、

原 因 を除 去 する再 発 防 止 策 を立 案

し、環 境 実 行 責 任 者 の承 認 を受 け、

環 境 監 査 員 に回 答 する。  

⚫ 環 境 監 査 員 は、回 答 の内 容 を検 証

し、回 答 が適 切 であり、是 正 の取 組 が

できた場 合 に承 認 し、環 境 管 理 責 任

者 に報 告 する。  

⚫ 環境マネージャー 

⚫ 環境監査員  

見 直 し

（ACT ION ）

体 制  

⚫  本 計 画 の進 捗 状 況 を環 境 管 理 責 任

者 に報 告 し、見 直 しを行 う。  

⚫  計 画 改 訂 等 の重 要 案 件 については、

環 境 基 本 計 画 推 進 本 部 に報 告 し、

本 部 長 （市 長 ）による見 直 しを行 う。  

⚫ 環境管理責任者  

⚫ 本部長（市長） 
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図 5－2  計 画 の推 進 体 制 フロー図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環 境 実 行 責 任 者  

（部 局 長 （市 長 部 局 は各 部 の長 ））  

取 組 状 況 の審 査 ・部 局 内 の調 査 表 の取 りまとめを部 局 単 位 で行 う  

■市 長 部 局   ■教 育 委 員 会   ■水 道 局   ■交 通 局  

環 境 基 本 計 画 推 進 本 部  

（本 部 長 ：市 長 ）  

改 善 ・見 直 し  

 

環 境 管 理 責 任 者  

（市 民 環 境 部 長 ）  

年 度 計 画 の承 認 ・エコ推 進 指 導 員 の指 名  

 

 

環 境 マネージャー（課 等 内 ）  

取 組 状 況 の把 握 、調 査 表 の作 成 を行 う  

職 場 ・職 員 （課 等 内 ）  

排 出 量 削 減 のために取 り組 む  

部局ごとの取りまとめ 

 

報 告  

報 告 ・提 案  

指 示  

環 境 基 本 計 画  

推 進 本 部 事 務 局  

年度計画策定・全体の取りまとめ 

 

環境監査員  

（エコ推進指導員）  

環 境 監 査 実 施  
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２  推進業務 スケジュール  

 

 図 5－3  年 間 スケジュール（実 施 時 期 は、若 干 の変 動 の可 能 性 有 り）  

1 
調査表の提出（部局ごと） 半年に1回 

(4、10月末) 実行計画進捗状況調査表、グリーン購入 

2 前年度データ集計、年度目標決定（環境政策課） 5月 

3 環境監査実施（エコ推進指導員） 8～10月 

4 上期データ集計（環境政策課） 11月 

5 
地球温暖化対策実行計画等の長期計画の 

見直し・改訂 

実行計画の 

最終年度 

 

３  温室効果 ガス排 出量 算定 システムの活用  

各 課 ま た は 施 設 ご と に 電 気 や 燃 料 等 の デ ー タ を 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量

算 定 シ ス テ ム に 入 力 し 、 半 年 ご と の 集 計 に よ り 部 局 別 ・ 公 共 施 設 分 類

別 等 の 個 別 管 理 を 行 い ま す 。  

各 職 員 は 、 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 算 定 シ ス テ ム に よ り 、 月 々 の 使 用 量

の 変 動 や 前 年 度 と の 比 較 等 、 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 「 見 え る 化 」 で 状

況 を 把 握 し ま す 。 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 把 握 に よ り 各 課 ま た は 施 設 ご

と に 目 標 管 理 を 行 い ま す 。  

ま た 、 実 行 計 画 （ 事 務 事 業 編 ） 期 間 中 に お け る 見 直 し や 改 訂 を 行 う

検 討 資 料 と し て 活 用 し ま す 。  

 

４  取組状況 の公 表  

本 計 画 の 取 組 状 況 を 「 宇 部 市 の 環 境 」 や 市 ウ ェ ブ サ イ ト 等 で 公 表 し

ま す 。  
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